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不動産金融レポート 第163回
不動産再生官民ファンドが募集完了、国費350億円投入 －井出保夫－
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● タイトル

● 記事概要

国土交通省と環境省の「耐震･環境不動産促進事業」第1号案件が昨年12月にクロージン
グした。この事業は、平成24年度補正予算から350億円を投じて創設されたもので、資金調
達が困難なために耐震改修や開発が進まない不動産再生事業を、国がファンドに出資する
形で支援する制度である。

第1号案件は、ファンドマネジャーであるトーセイ･アセット･アドバイザーズと、基金設置法
人である一般社団法人環境不動産普及促進機構が、投資事業有限責任組合（LPS）契約を
締結し、国が国費を投入した「耐震・環境不動産支援基金」からLPSに出資するスキーム。
同事業は、現状においてまだ知名度は低く制度の活用も停滞したままだが、エクイティ出
資の半額まで国費を投入できる点は魅力的であり、これを活用しない手はない。

国費を活用する新たな不動産再生スキームとして、現状は不適格物件でもバリューアップ
可能な物件を抱えるオーナーに提案してみてはいかがか。
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